
串
間
市
の
健
全
化
判
断
比
率
等
を
公
表
し
ま
す
。

平
成
27
年
度
の
決
算
に
基
づ
き
、
串
間
市
の
健
全
化
判
断
比
率
等
を
算
定
し
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
」
の
規
定
に
よ
っ
て
、
次
の

５
つ
の
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

（
１
）
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
（
普
通
会
計
を
構
成
す
る
会

計
）
な
ど
の
実
質
的
な
赤
字
額
が
、
標
準

的
な
収
入
に
対
し
て
ど
の
く
ら
い
の
割
合

に
な
る
の
か
を
示
し
ま
す
。

　

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政
運
営
が
深
刻

化
し
て
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

（
２
）
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

全
会
計
の
実
質
的
な
赤
字
額
が
、
標
準

的
な
収
入
に
対
し
て
ど
の
く
ら
い
の
割
合

に
な
る
の
か
を
示
し
ま
す
。

　

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政
運
営
が
深
刻

化
し
て
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

（
３
）
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
的
な
借
入
金
の

返
済
額
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど

の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示
し
ま

す
。

　

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
資
金
繰
り
が
悪
化

し
て
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

※�

（
１
）
か
ら
（
４
）
ま
で
の
比
率
を

「
健
全
化
判
断
比
率
」
と
言
い
ま
す
。

（
５
）
資
金
不
足
比
率

　

各
公
営
企
業
の
資
金
不
足
額
が
、
事
業

の
規
模
に
対
し
て
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に

な
る
の
か
を
示
し
ま
す
。

（
４
）
将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
が
抱
え
る
実
質
的
な
負

債
の
残
高
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て

ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示
し

ま
す
。

　

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
将
来
の
財
政
を
圧

迫
す
る
可
能
性
が
高
い
こ
と
を
表
し
ま
す
。

　

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
、
そ
の
会
計
に
お

け
る
財
政
運
営
が
深
刻
化
し
て
い
る
こ
と

を
表
し
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、
一
つ
で
も

早
期
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
は

財
政
健
全
化
計
画
を
、
ま
た
、
資
金
不
足

比
率
が
経
営
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た

場
合
は
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
地
方
公
共
団
体

の
財
政
が
早
期
健
全
化
の
状
態
よ
り
も
さ

ら
に
悪
化
し
、
健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、

実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
、

実
質
公
債
費
比
率
の
い
ず
れ
か
が
、
財
政

再
生
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
は
、
財
政

再
生
計
画
を
策
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
決
算
に
基
づ
き
算
定
さ

れ
た
串
間
市
の
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

資
金
不
足
比
率
は
、
上
表
の
と
お
り
で
す
。

い
ず
れ
の
比
率
も
基
準
内
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
今
後
も
さ
ら
な
る
健
全
化
に
努
め

ま
す
。

●�

問
い
合
わ
せ
先
＝
財
務
課
財
政
係
☎
内

線
３
２
３
・
３
２
４

■健全化判断比率

比率の名称 ２7 年度 参　考
（26年度）

早期
健全化基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ― ― 14．09％ ２０．００％

連結実質赤字比率 ― ― 19．09％ ３０．００％

実質公債費比率 5．4％ ６．７％ 25．0％ ３５．０％

将来負担比率 ２4．3％ ２３．２％ 350．0％
※�「実質赤字比率」と「連結実質赤字比率」の「－」は、実質赤字額および連結実
質赤字額がないことを示しています。

■資金不足比率

特別会計の名称 資金不足比率 経営
健全化基準２7年度 ２６年度

串間市水道事業会計 ― ― ２０．０％

串間市民病院事業会計 ― ― ２０．０％

串間市簡易水道特別会計 ― ― ２０．０％

串間市農業集落排水事業特別会計 ― ― ２０．０％

串間市公共下水道事業特別会計 ― ― ２０．０％

串間市漁業集落排水事業特別会計 ― ― ２０．０％
※�各会計の資金不足比率の「－」は、資金不足額がないことを示しています。

対 象 住 宅 昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅 申 請 者 対象住宅の所有者または居住者
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問い合わせ先

　

９
月
28
日
、
日
南
・
串
間
な
ら
で

は
の
魅
力
に
よ
る
来
訪
客
数
、
宿
泊

者
数
、
観
光
消
費
額
向
上
を
目
指
す

た
め
の
組
織
『
日
南
・
串
間
版
Ｄ
Ｍ

Ｏ
』
を
創
設
す
る
合
同
記
者
会
見
を

夫
婦
浦
漁
港
特
設
会
場
で
行
い
ま
し

た
。

　

Ｄ
Ｍ
Ｏ
と
は
地
域
の
観
光
振
興
の

舵
取
り
役
と
な
り
、
戦
略
の
検
討
や

事
業
の
推
進
を
行
う
行
政
か
ら
自
立

し
た
観
光
専
門
組
織
の
こ
と
で
、
立

ち
上
げ
に
伴
い
地
域
振
興
・
観
光
市

場
へ
の
実
績
を
豊
富
に
持
つ
ア
ソ
ビ

ュ
ー
社
と
、
地
元
に
お
け
る
連
携
役

を
担
う
ブ
リ
ン
グ
社
を
パ
ー
ト
ナ
ー

に
迎
え
ま
す
。

　

記
者
会
見
で
は
、
佐
藤
副
市
長
と

崎
田
恭
平
日
南
市
長
、
ア
ソ
ビ
ュ
ー

社
の
山
野
智
久
代
表
取
締
役
社
長
が

そ
れ
ぞ
れ
の
現
状
や
抱
負
を
語
り
、

「
過
去
に
な
か
っ
た
観
光
商
品
を
生

み
出
す
た
め
に
、
４
者
で
し
っ
か
り

連
携
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
」

と
意
気
込
み
を
述
べ
ま
し
た
。

　

10
月
上
旬
に
は
、
観
光
関
連
の
団

体
を
集
め
て
Ｄ
Ｍ
Ｏ
設
立
に
向
け
た

協
議
会
が
開
か
れ
ま
し
た
。
17
年
度

に
は
観
光
庁
に
登
録
申
請
す
る
こ
と

を
目
指
し
ま
す
。

●�

問
い
合
わ
せ
先

　

商
工
観
光
ス
ポ
ー
ツ
ラ
ン
ド
推
進
課

　

☎
内
線
２
６
６

　
今
回
の
熊
本
地
震
で
は
、
古
い
家
屋
の
倒
壊
に
よ
り
、
多
く
の
尊
い
人

命
が
失
わ
れ
ま
し
た
。

　
本
市
で
は
こ
れ
ま
で
も
、
耐
震
診
断
な
ど
の
補
助
制
度
を
実
施
し
て
い

ま
す
が
、
耐
震
改
修
工
事
に
こ
れ
ま
で
以
上
に
取
り
組
み
や
す
く
な
る
よ

う
、
制
度
を
拡
充
し
ま
し
た
。

　
ぜ
ひ
こ
の
機
会
に
、
地
震
か
ら
自
分
の
命
を
守
る
た
め
に
も
、
木
造
住

宅
の
耐
震
化
を
進
め
て
く
だ
さ
い
。

日
南
市
と
共
同
で 

　
　
観
光
法
人
を
設
立
へ

木造住宅耐震化リフォーム推進事業費 
補助金のお知らせ

※ＤＭＯ…『Destination �
Marketing/Management 
Organization』の略。欧
米発祥の組織で、観光地
の市場調査や商品開発、
広報活動を行う。国内で
は観光庁が昨年 11月に
制度を創設し、運営資金
などの要件を満たせば法
人の登録が認められ、交
付金の支給対象になる。

　住宅の耐震化に関
して、無料で木造住
宅耐震診断士に相談
することができます。

　木造住宅耐震診断
士が、現況図面や現
地調査、所有者への
聞き取りを基に住宅
の耐震性を判定しま
す。

　木造住宅耐震診断
士が補強設計を行い、
改修工事の図面を作
成します。工事の内
容、費用などを具体
的に把握できます。

　耐震改修設計に基
づく改修工事により、
住宅を地震の揺れに
対して強くするもの
です。

　一定の基準を満た
すことを条件として、
部分的・簡易的に工
事を行うことができ
ます。

ステップ3

ス
さらに
テップ3+

プラス

アドバイザー
派遣耐震診断耐震改修設計耐震改修工事

段階的耐震
改修工事

ステップ2

担当者から一言

ステップ1 ご希望の方に

診断費用の全額
（最大６万円）補助

自己負担なし
※費用の全額を補助

設計費用の２/３
（最大10万円）補助

工事費用の１/２
（最大75万円）補助

工事費用の１/２
（最大45万円）補助

熊本地震被災状況

　熊本地震において建築物の応急危険度
判定で被災地に派遣されました。数多く
の建物が損傷、倒壊していました。やは
り築年数の古い旧耐震基準の建物の被害
が多く見受けられた印象でした。生命や
財産を守るためにも、この制度を広く活
用していただきたいと思います。

都市建設課 建築住宅係 
建築技師

巣
す

立
だ て

 幸
こ う

二
じ

都市建設課建築住宅係
�☎内線 414・415


